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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
 

回   次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会 計 期 間 

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

売  上  高 (百万円) 45,211 42,324 41,637 97,938 93,237 

経 常 利 益 (百万円) 3,195 1,398 1,546 4,450 3,681 

中間(当期)純利益 (百万円) 1,857 333 513 1,863 1,385 

純 資 産 額 (百万円) 55,625 55,595 53,772 54,885 53,866 

総 資 産 額 (百万円) 105,889 105,762 101,315 106,620 102,213 

１株当たり純資産額 (円) 593.58 593.48 574.10 585.04 574.52 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 (円) 19.82 3.56 5.48 19.07 14.26 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自 己 資 本 比 率 (％) 52.5 52.6 53.1 51.5 52.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 1,965 730 1,534 4,337 4,847 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 25,055 △3,670 △4,735 21,899 △5,201 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △24,251 △2,963 △739 △24,226 △3,810 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 (百万円) 20,989 15,476 11,832 21,173 15,737 

従 業 員 数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(人) 
 

7,235 
[194] 

7,276 
[222]

6,942 
[242]

7,226 
[217] 

7,007 
[222]

(注) １ 売上高に、消費税等は含めていません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していません。 
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(2) 提出会社の経営指標等 
 

回   次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会 計 期 間 

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

売  上  高 (百万円) 21,912 23,991 22,742 50,511 53,725 

経 常 利 益 (百万円) 3,622 1,682 1,870 4,129 3,005 

中間(当期)純利益 (百万円) 2,063 1,132 1,329 1,935 1,917 

資  本  金 (百万円) 12,533 12,533 12,533 12,533 12,533 

発行済株式総数 (千株) 93,767 93,767 93,767 93,767 93,767 

純 資 産 額 (百万円) 45,553 46,369 47,793 44,865 47,283 

総 資 産 額 (百万円) 74,731 76,373 74,147 73,459 77,356 

１株当たり純資産額 (円) 486.10 495.00 510.27 478.15 504.30 

１株当たり中間 
（当期）純利益金額 (円) 22.02 12.09 14.20 19.90 20.00 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
（当期）純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり中間 
(年間)配当額 (円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00 

自 己 資 本 比 率 (％) 61.0 60.7 64.5 61.1 61.1 

従 業 員 数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(人) 
 

2,847 
[166] 

2,868 
[167]

2,814 
[184]

2,828 
[166] 

2,835 
[171]

(注) １ 売上高に、消費税等は含めていません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していません。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成16年９月30日現在 

事業部門の名称 従業員数(人) 

      エ レ ベ ー タ 部 門 6,305 [226] 

      立 体 駐 車 設 備 部 門 291  [9] 

      全 社 (共 通) 346  [7] 

合   計 6,942 [242] 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

います。 

 

(2) 提出会社の状況 
平成16年９月30日現在 

従 業 員 数 (人) 2,814 [184] 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載していま

す。 

 

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

 



ファイル名:半報本文 更新日時:2004/12/16 17:29 印刷日時:04/12/16 17:54 

― 5 ― 

第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の世界を取り巻く経済は、好調な米国経済、高成長を持続する中国を始めと

する東アジアでの経済成長、欧州の景気回復傾向など、総じて拡大基調で推移しました。また、日

本は輸出の増加、企業の収益改善を背景とする設備投資の拡大と堅調な回復を示しました。 

このような情勢の中、昇降機業界の需要動向は、北米・欧州市場の住宅関係で回復基調が見られ

るものの、オフィス向け需要は依然、低迷した中で推移しました。一方、アジアにおいては、中国

市場は住宅向けを中心に旺盛な需要が続きましたが、投資抑制策や鋼材価格の値上りなどで採算環

境は厳しさを増し、その他のアジア地域では景気回復が昇降機需要に波及しないまま、競争激化の

中で推移しました。日本市場では都心部の高層マンション向けに加え、大型店舗の需要に回復が見

られるものの、公共投資の減少を補うには至らず、厳しい環境が続きました。 

かかる経営環境の下で、当社グループは目標利益の達成に向けて積極的に販売活動を展開しまし

た。 

当中間連結会計期間の売上高は、海外売上高が東アジアで増加し、その他の地域では減少した結

果、微増にとどまり、国内売上高が前年同期比3.6％減少したことにより、416億37百万円（前年同

期比1.6％減）となりました。また、損益面では、鋼材価格の上昇や一層の競争激化などで南アジ

ア・東アジアの利益が減少したため、営業利益は12億19百万円（前年同期比15.0％減）、経常利益

は、中間期末にかけての円安による為替差益もあり、15億46百万円（同10.6％増）となりました。

これらの結果、中間純利益は５億13百万円（同54.0％増）となりました。 

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 
 

売上高(百万円) 営業利益(百万円) 
 

前中間連結 
会計期間 

当中間連結 
会計期間 増減率(％) 前中間連結 

会計期間 
当中間連結 
会計期間 増減額 

日 本 23,991 22,742 △5.2 367 417 ＋49 

北 米 10,566 8,653 △18.1 △145 △67 ＋78 

欧 州 728 633 △13.1 △273 △162 ＋110 

南アジア 4,258 3,325 △21.9 774 610 △163 

東アジア 5,486 8,730 ＋59.1 830 714 △115 

小 計 45,031 44,084 ― 1,553 1,512 △40 

消 去 △2,707 △2,447 ― △117 △292 △175 

連 結 42,324 41,637 △1.6 1,436 1,219 △216 
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① 日本 

売上高は前年同期に比べ大型工事の完成が減少し、227億42百万円（前年同期比5.2％減）とな

りましたが、利益面では、グローバルな資材調達、生産効率化、人件費を始めとする固定費圧縮

などコスト低減に努めました結果、営業利益は前年同期比13.5％増の４億17百万円となりました。 

② 北米 

売上高は新設工事の減少により、前年同期比18.1％減の86億53百万円となりましたが、営業損

益は前年同期比78百万円損失が減少し、67百万円の営業損失（前年同期比53.5％の損失減）とな

りました。 

③ 欧州 

売上高は新設工事の減少により、６億33百万円（前年同期比13.1％減）となりましたが、営業

損益は固定費の削減などにより、1億62百万円の営業損失（同40.6％の損失減）となりました。 

④ 南アジア 

売上高は建設市場の不振などで、33億25百万円（前年同期比21.9％減）となり、営業利益も前

年同期比21.1％減の６億10百万円に留まりました。 

⑤ 東アジア 

売上高は、香港子会社の前期における決算日の変更（前年同期は３ヶ月）による減少の影響が

当中間期はなくなるとともに中国本土における増加などにより、前年同期比59.1％増の87億30百

万円となりました。一方、営業利益は鋼材価格の上昇など原材料価格の上昇によるコストアップ

要因などにより、７億14百万円（前年同期比13.9％減）となりました。 

 

事業部門別の業績は、次のとおりです。 

 

売上高(百万円) 営業利益(百万円) 
 

前中間連結 
会計期間 

当中間連結 
会計期間 増減率(％) 前中間連結 

会計期間 
当中間連結 
会計期間 増減額 

エレベータ部門 40,508 39,759 △1.9 1,453 1,483 ＋30 

立体駐車設備部門 1,815 1,877 ＋3.4 △17 △263 △246 

合計 42,324 41,637 △1.6 1,436 1,219 △216 

 

① エレベータ部門 

売上高は、海外売上高が微増となったものの、国内売上高が新設工事の減少などにより減少し

たため、前年同期比1.9％減の397億59百万円となりました。また、営業利益は北米、欧州が損失

を縮小したほか、日本がコスト低減効果などによる増加により、14億83百万円（前年同期比2.1％

増）となりました。 

 

② 立体駐車設備部門 

日本が主体の同部門の売上高は18億77百万円（前年同期比3.4％増）となり、営業損益は２億63

百万円の営業損失となりました。 
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(2) キャッシュ・フロー 
 

 前中間連結会計期間 
（百万円） 

当中間連結会計期間 
（百万円） 

増 減 額 
（百万円） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 730 1,534 ＋803 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,670 △4,735 △1,064 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,963 △739 ＋2,223 

 現金及び現金同等物に係る換算差額 206 35 △171 

 現金及び現金同等物の増減額 △5,696 △3,904 ＋1,791 

 現金及び現金同等物の中間期末残高 15,476 11,832 △3,644 

 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、たな卸資産の増加額が前年同期に比べ縮

小するなど営業活動によるキャッシュ・フローが増加しましたが、投資活動によるキャッシュ・フ

ローでは、預入れ期間が３ヶ月超の定期預金の預入による支出により減少したため、前連結会計年

度末に比べ39億４百万円減少し、118億32百万円となりました。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動から得られたキャッシュ・フローは15億34百万円となり、

前年同期に比べ８億３百万円（110.0％）増加しました。この主な要因は、たな卸資産の増加額が

16億74百万円となり、前年同期に比べ14億21百万円（45.9％）減少したことによるものです。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは47億35百万円の支出となり、

前年同期に比べ10億64百万円（29.0％）増加しました。この主な要因は、預入れ期間が３ヶ月超

の定期預金の預入による支出43億27百万円によるものです。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは７億39百万円の支出となり、

前年同期に比べ22億23百万円（75.0％）減少しました。これは主に、前年同期においてシンガポ

ール子会社が少数株主持分の買取り26億62百万円を支出したことによるものです。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは単一の事業活動を営んでおり、事業の種類別セグメント情報の記載を行っていない

ため、生産実績、受注状況および販売実績について事業部門別に記載しています。 

 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における事業部門別の生産実績は、次のとおりです。 
 

事 業 部 門 の 名 称 金  額(百万円) 前年同期比(％) 

      エ レ ベ ー タ 部 門 43,016 △0.9 

      立 体 駐 車 設 備 部 門 1,701 △17.3 

合     計 44,718 △1.7 

(注) １ 金額は平均販売価格によっています。 

２ 上記の金額に消費税等は含めていません。 

 

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における事業部門別の受注状況は、次のとおりです。 
 

事業部門の名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

   エレベータ部門 45,895 ＋0.6 85,347 △1.5 

   立体駐車設備部門 1,546 △24.8 1,861 △41.6 

合   計 47,441 △0.5 87,209 △2.9 

(注) 上記の金額に消費税等は含めていません。 

 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業部門別の販売実績は、次のとおりです。 
 

事 業 部 門 の 名 称 金  額(百万円) 前年同期比(％) 

      エ レ ベ ー タ 部 門 39,759 △1.8 

      立 体 駐 車 設 備 部 門 1,877 ＋3.4 

合     計 41,637 △1.6 

(注) １ 相手先別の販売実績が、総販売実績に対し10％以上のものはありません。 

２ 上記の金額に消費税等は含めていません。 
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が対処すべき課題について、

重要な変更はありません。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

 

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動としては、世界初の独創的なエレベータ駆動システム「タロン

ドライブ」を採用した新世代グローバルスタンダード・エレベータ「ベルタ」をドイツ、中東で納入

を完了し、北米・東アジアにおいても受注を開始しました。また、日本においては、国土交通大臣の

認証を取得しました。 

また、東洋シャッター株式会社と共同開発した業界初の「遮煙エレベータ乗場ドア」は、各種用途

のエレベータ乗場ドアへの適用についても、国土交通大臣の認定を取得し、販売を拡大しています。 

一方、新たな研究開発拠点として中国・上海市に設立した「上海富士達電梯研発有限公司（上海Ｒ

Ｄセンター）」は、日本における研究開発部門と連係してエレベータ・エスカレータに関する最先端

技術の研究開発を行い、グローバル市場に向けた業界をリードする技術力・商品力の実現に向けて、

本格的な活動を開始しました。また、引き続き国内・国外の著名研究機関との共同研究を取り入れた

幅広い研究リソースの積極活用を図り、未来技術・新技術の研究、導入とその成果による独創的商品

の実現に向けて鋭意活動を進めています。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は８億28百万円であり、部門別の内訳とし

てエレベータ部門７億96百万円、立体駐車設備部門32百万円となっています。 

 



ファイル名:半報本文 更新日時:2004/12/16 17:29 印刷日時:04/12/16 17:54 

― 10 ― 

第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。 

 



ファイル名:半報本文 更新日時:2004/12/16 17:29 印刷日時:04/12/16 17:54 

― 11 ― 

第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
 

種  類 会社が発行する株式の総数(株) 

普 通 株 式 200,000,000 

計 200,000,000 

（注）定款において「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定めています。 

 

② 【発行済株式】 
 

種 類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成16年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成16年12月20日) 

上場証券取引所名また
は登録証券業協会名 内容 

普通株式 93,767,317 93,767,317 

東京証券取引所 
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
ルクセンブルク 
証券取引所 

― 

計 93,767,317 93,767,317 ― ― 

（注）シンガポール証券取引所については、平成16年10月12日に上場廃止しています。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
 

(百万円) 

資本金残高 
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成16年４月１日 
～平成16年９月30日 ― 93,767 ― 12,533 ― 14,565 
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(4) 【大株主の状況】 
平成16年９月30日現在 

氏名または名称 住  所 所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

有限会社 
ウチヤマ・インターナショナル 兵庫県西宮市甲子園口北町19番27号 9,056 9.65 

メロン バンク トリーテイー 
クライアンツ オムニバス 
(常任代理人 香港上海銀行 
東京支店) 

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 
02108 
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

7,680 8.19 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,654 8.16 

富士電機ホールディングス 
株式会社 神奈川県川崎市川崎区田辺新田１番１号 5,089 5.42 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,350 4.63 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 4,203 4.48 

クレディット スイス 
チューリッヒ 
（常任代理人 株式会社東京 
三菱銀行カストデイ業務部） 

PARADEPLATZ 8, 8021 ZURICH, 
SWITZERLAND 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１
号） 

3,098 3.30 

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地 2,867 3.05 

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南一丁目３番１号 2,388 2.54 

株式会社 
みずほコーポレート銀行 東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,989 2.12 

計 ― 48,375 51.59 

(注) トゥイーディー・ブラウン・カンパニーＬＬＣから平成14年１月15日付で大量保有報告書の提出があり、
平成13年12月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末現在に
おける実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていません。 
 なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりです。 

 

氏名または名称 住  所 所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

トゥイーディー・ブラウン 
・カンパニーＬＬＣ 

10022 ニューヨーク州、ニューヨー
ク市、パーク街350 7,255 7.74 

 
(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成16年９月30日現在 

区  分 株式数(株) 議決権の数(個) 内  容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 
103,000 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 
93,268,000 93,268 ― 

単元未満株式 普通株式 
396,317 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 93,767,317 ― ― 

総株主の議決権 ― 93,268 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれてい
ます。また、「議決権の数」欄に同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれています。 

２ 「単元未満株式」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式500株および当社所有の自己株式
606株が含まれています。 
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② 【自己株式等】 
平成16年９月30日現在 

所有者の氏名 
または名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有株式 
数の割合(％) 

フジテック株式会社 大阪府茨木市庄一丁目 
28番10号 103,000 ― 103,000 0.10 

計 ― 103,000 ― 103,000 0.10 

 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
 

月 別 平成16年 
４月 

 
５月 

 
６月 

 
７月 

 
８月 

 
９月 

最 高 (円) 582 536 557 558 550 551 

最 低 (円) 522 465 505 510 514 515 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

前中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、改正後の

中間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

ただし、当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作

成しています。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

前中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸

表等規則に基づいて作成しています。 

ただし、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内

閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

います。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成

15年９月30日まで)および当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の中間連

結財務諸表ならびに前中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)および当中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の中間財務諸表について、有恒監査法人により中

間監査を受けています。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 
 

  
前中間連結会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   19,345   20,605   20,144  

２ 受取手形及び 
売掛金   24,123   21,876   25,042  

３ 有価証券   0   11   0  

４ たな卸資産   20,643   18,819   17,064  

５ 繰延税金資産   1,072   596   940  

６ その他   1,125   1,828   1,132  

貸倒引当金   △235   △153   △213  

流動資産合計   66,074 62.5  63,583 62.8  64,111 62.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物及び構築物 ※２ 8,777   8,237   8,221   

(2) 機械装置及び 
運搬具  3,087   2,781   2,941   

(3) 工具、器具及び 
備品  1,644   1,662   1,640   

(4) 土地 ※２ 6,838   6,820   6,794   

(5) 建設仮勘定  193 20,541 19.4 131 19,633 19.3 97 19,696 19.3 

２ 無形固定資産           

(1) 連結調整勘定  24   ―   12   

(2) その他 ※２ 4,153 4,178 3.9 3,636 3,636 3.6 3,631 3,644 3.6 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  5,860   5,989   6,526   

(2) 繰延税金資産  2,511   1,747   1,525   

(3) その他  6,849   7,000   6,954   

貸倒引当金  △252 14,968 14.2 △274 14,461 14.3 △244 14,762 14.4 

固定資産合計   39,687 37.5  37,731 37.2  38,102 37.3 

資産合計   105,762 100.0  101,315 100.0  102,213 100.0 
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前中間連結会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
買掛金   9,170   9,581   9,333  

２ 短期借入金 ※２  8,292   9,939   9,744  

３ 一年以内に返済予定 
の長期借入金 ※２  5,113   10   11  

４ 未払法人税等   1,225   910   1,047  

５ 賞与引当金   1,371   357   1,443  

６ 工事損失引当金   2,147   1,436   1,607  

７ 完成工事補償引当金   11   9   27  

８ 前受金   8,103   7,793   7,455  

９ その他   4,370   4,959   4,985  

流動負債合計   39,806 37.6  34,998 34.5  35,656 34.9 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２  12   2,900   2,904  

２ 繰延税金負債   82   61   80  

３ 退職給付引当金   5,921   5,837   5,503  

４ 役員退職慰労引当金   484   193   495  

５ 長期未払金   11   9   10  

固定負債合計   6,512 6.2  9,002 8.9  8,994 8.8 

負債合計   46,319 43.8  44,000 43.4  44,651 43.7 

(少数株主持分)           

少数株主持分   3,847 3.6  3,542 3.5  3,696 3.6 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   12,533 11.9  12,533 12.4  12.533 12.3 

Ⅱ 資本剰余金   14,565 13.8  14,565 14.4  14,565 14.3 

Ⅲ 利益剰余金   39,738 37.6  40,318 39.8  40,323 39.4 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金   434 0.4  735 0.7  1,037 1.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △11,611 △11.0  △14,307 △14.1  △14,524 △14.2 

Ⅵ 自己株式   △66 △0.1  △73 △0.1  △68 △0.1 

資本合計   55,595 52.6  53,772 53.1  53,866 52.7 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  105,762 100.0  101,315 100.0  102,213 100.0 
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② 【中間連結損益計算書】 
 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

百分比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

百分比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   42,324 100.0  41,637 100.0  93,237 100.0 

Ⅱ 売上原価   32,637 77.1  32,447 77.9  73,021 78.3 

売上総利益   9,686 22.9  9,189 22.1  20,216 21.7 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 ※１  8,250 19.5  7,969 19.2  16,481 17.7 

営業利益   1,436 3.4  1,219 2.9  3,734 4.0 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  75   99   183   

２ 受取配当金  66   63   123   

３ 為替差益  ―   134   ―   

４ 雑収入  152 293 0.7 159 456 1.1 251 559 0.6 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  97   83   194   

２ 為替差損  115   ―   283   

３ 保険解約損  ―   26   32   

４ 雑損失  118 331 0.8 20 130 0.3 101 612 0.7 

経常利益   1,398 3.3  1,546 3.7  3,681 3.9 

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ 4   2   12   

２ 投資有価証券売却益  4 8 0.0 ― 2 0.0 66 78 0.1 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産売却損 ※３ 4   0   5   

２ 固定資産除却損 ※４ 7   26   95   

３ 減損損失 ※５ ―   4   76   

４ 投資有価証券売却損  1   ―   9   

５ 投資有価証券評価損  ―   14   ―   

６ 関係会社株式払戻損 ※６ ―   ―   46   

７ その他  ― 13 0.0 ― 45 0.1 3 238 0.2 

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  1,392 3.3  1,503 3.6  3,522 3.8 

法人税、住民税 
及び事業税  1,086   500   1,296   

法人税等調整額  △231 854 2.0 313 813 2.0 439 1,735 1.9 

少数株主利益   204 0.5  176 0.4  400 0.4 

中間(当期)純利益   333 0.8  513 1.2  1,385 1.5 
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③ 【中間連結剰余金計算書】 
 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

金 額 
(百万円) 

金 額 
(百万円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   14,565  14,565  14,565 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高   14,565  14,565  14,565 

        

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   39,951  40,323  39,951 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

 中間(当期)純利益  333 333 513 513 1,385 1,385 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１ 配当金  468  468  936  

２ 役員賞与  71  44  71  

３ 従業員奨励及び 
福利基金 

※１ 6 545 5 517 6 1,013 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高   39,738  40,318  40,323 
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

 
前連結会計年度 

 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区  分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

金 額 
(百万円) 

金 額 
(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純利益  1,392 1,503 3,522 

減価償却費  896 804 1,912 

貸倒引当金の増減額(減少：△)  △3 △31 △15 

賞与引当金の増減額(減少：△)  ― △1,085 ― 

工事損失引当金の増減額(減少：△)  △47 △183 △393 

退職給付引当金の増減額(減少：△)  429 317 ― 

受取利息及び受取配当金  △141 △162 △307 

支払利息  97 83 194 

売上債権の増減額(増加：△)  2,751 3,307 430 

たな卸資産の増減額(増加：△)  △3,096 △1,674 △56 

仕入債務の増減額(減少：△)  △474 190 77 

前受金の増減額(減少：△)  384 271 219 

未払金の増減額(減少：△)  △381 284 ― 

前払費用の増減額(増加：△)  ― △495 ― 

その他  △623 △953 65 

小計  1,183 2,175 5,648 

法人税等の支払額  △452 △640 △800 

営業活動によるキャッシュ・フロー  730 1,534 4,847 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △2 △4,327 △1,431 

定期預金の払戻による収入  1,898 ― 2,289 

有形固定資産の取得による支出  △1,683 △481 △2,431 

有形固定資産の売却による収入  23 7 62 

投資有価証券の取得による支出  △143 △4 △154 

投資有価証券の売却による収入  146 8 412 

貸付けによる支出  △4,109 △2 △4,115 

貸付金の回収による収入  11 13 25 

利息及び配当金の受取額  153 155 316 

その他  32 △105 △174 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,670 △4,735 △5,201 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

 
前連結会計年度 

 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区  分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

金 額 
(百万円) 

金 額 
(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額(減少：△)  604 150 303 

長期借入金の返済による支出  △15 △5 △22 

少数株主持分の買取りによる支出  △2,662 ― △2,662 

利息の支払額  △98 △84 △193 

配当金の支払額  △468 △468 △935 

少数株主への配当金支払額  △320 △317 △400 

その他  △3 △13 100 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,963 △739 △3,810 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  206 35 △1,272 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
(減少：△)  △5,696 △3,904 △5,435 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  21,173 15,737 21,173 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
(期末)残高  15,476 11,832 15,737 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す
る事項 

(イ)連結子会社の数 12社
 主要な連結子会社名 
 フジテック(HK)CO.,LTD. 

(香港) 
 フジテックシンガポール
CORPN.LTD. 

(シンガポール) 
 フジテックアメリカINC. 

(米国) 

(イ)連結子会社の数 12社
 主要な連結子会社名 
 フジテック(HK)CO.,LTD. 

(香港) 
 フジテックシンガポール
CORPN.LTD. 

(シンガポール) 
 フジテックアメリカINC. 

(米国) 
 華昇富士達電梯有限公司 

(中国) 

(イ)連結子会社の数 12社
  主要な連結子会社名
は、「第１ 企業の概況
４ 関係会社の状況」に
記載しているため、省略
しています。 

 (ロ)主要な非連結子会社の
名称等 

 主要な非連結子会社 
 フジテック アルゼンチ
ーナS.A.(アルゼンチン) 

(ロ)主要な非連結子会社の
名称等 

 主要な非連結子会社 
 フジテック アルゼンチ
ーナS.A.(アルゼンチン) 

(ロ)主要な非連結子会社の
名称等 

 主要な非連結子会社 
 フジテック アルゼンチ
ーナS.A.(アルゼンチン) 

 (連結の範囲から除いた理
由) 
 非連結子会社は、いずれ
も小規模であり、合計の総
資産、売上高、中間純損益
(持分に見合う額)および利
益剰余金(持分に見合う額)
等は、いずれも中間連結財
務諸表に重要な影響を及ぼ
していないためです。 

(連結の範囲から除いた理
由) 
 非連結子会社は、いずれ
も小規模であり、合計の総
資産、売上高、中間純損益
(持分に見合う額)および利
益剰余金(持分に見合う額)
等は、いずれも中間連結財
務諸表に重要な影響を及ぼ
していないためです。 

(連結の範囲から除いた理
由) 
 非連結子会社は、いずれ
も小規模であり、合計の総
資産、売上高、当期純損益
(持分に見合う額)および利
益剰余金(持分に見合う額)
等は、いずれも連結財務諸
表に重要な影響を及ぼして
いないためです。 

２ 持分法の適用に関
する事項 

(イ)持分法適用の非連結子
会社数 

０社 

(イ)持分法適用の非連結子
会社数 

０社 

(イ)持分法適用の非連結子
会社数 

０社 
 (ロ)持分法適用の関連会社

数 
０社 

(ロ)持分法適用の関連会社
数 

０社 

(ロ)持分法適用の関連会社
数 

０社 
 (ハ)持分法を適用していな

い非連結子会社(フジ
テック アルゼンチー
ナS.A.他)および関連
会社(フジテック サウ
ジアラビアCO.,LTD.)
は、それぞれ中間純損
益(持分に見合う額)お
よび利益剰余金(持分
に見合う額)等からみ
て、持分法の対象から
除いても中間連結財務
諸表に及ぼす影響が軽
微であり、かつ、全体
としても重要性がない
ため、持分法の適用範
囲から除外していま
す。 

(ハ)   同左 (ハ)持分法を適用していな
い非連結子会社(フジ
テック アルゼンチー
ナ S.A.他)および関連
会社(フジテック サウ
ジアラビア CO.,LTD.)
は、当期純損益(持分
に見合う額)および利
益剰余金(持分に見合
う額)等からみて、持
分法の対象から除いて
も連結財務諸表に及ぼ
す影響が軽微であり、
かつ、全体としても重
要性がないため、持分
法の適用範囲から除外
しています。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は、すべて6月30日であり

ま す が 、 フ ジ テ ッ ク

(HK)CO.,LTD.およびその子

会社リッチマーク エンジ

ニアリングLTD.は当期に事

業年度を3月から12月に変

更したため、当中間期は3

ヶ月となっています。 

 なお、中間連結財務諸表

の作成にあたっては、同日

現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っています。 

 連結子会社の中間決算日

は、すべて6月30日であり

ます。 

 なお、中間連結財務諸表

の作成にあたっては、同日

現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っています。 

 連結子会社の事業年度末

日は、すべて12月31日であ

りますが、フジテック 

(HK) CO.,LTD.およびその

子会社リッチマーク エン

ジニアリング LTD.は当期

に事業年度を３月から12月

に変更したため、当期は９

ヶ月となっています。 

 なお、連結財務諸表の作

成にあたっては、同日現在

の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上

必要な調整を行っていま

す。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(イ)重要な資産の評価基準

および評価方法 

 ①有価証券 

  非連結子会社株式およ

び関連会社株式 

  …移動平均法による原

価基準 

(イ)重要な資産の評価基準

および評価方法 

 ①有価証券 

  非連結子会社株式およ

び関連会社株式 

同左 

(イ)重要な資産の評価基準

および評価方法 

 ①有価証券 

  非連結子会社株式およ

び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してい

ます。) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定していま

す。) 

    時価のないもの 

   …移動平均法による

原価基準 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

…時価法 

 ②デリバティブ 

同左 

 ②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

  主として個別法または

総平均法による原価基準

によっていますが、一部

の在外連結子会社では、

先入先出法による低価基

準によっています。 

 ③たな卸資産 

同左 

 ③たな卸資産 

同左 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  主として定率法を採用

しておりますが、一部在

外連結子会社は定額法を

採用しています。 

  ただし、当社では、平

成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を

除く)については、定額

法を採用しています。 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  主として定率法を採用

しておりますが、一部在

外連結子会社は定額法を

採用しています。 

  ただし、当社では、平

成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を

除く)については、定額

法を採用しています。 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  主として定率法を採用

しておりますが、一部在

外連結子会社は定額法を

採用しています。 

  ただし、当社では、平

成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を

除く)については、定額

法を採用しています。 

   なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 ３～50年

機械装置 
及び運搬具 ２～44年

工具、器具 
及び備品 ２～27年

 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 ３～50年

機械装置 
及び運搬具 ２～44年

工具、器具 
及び備品 ２～30年

 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 ３～50年

機械装置 
及び運搬具 ２～44年

工具、器具 
及び備品 ２～29年

 
  ②無形固定資産 

  定額法を採用していま

す。 

  なお、自社利用のソフ

トウエアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっています。 

 ②無形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

同左 

 (ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しています。 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しています。 

 ②賞与引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

同左 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

  ③工事損失引当金 

  一部の在外連結子会社

では、工事損失の発生が
明確になった年度に、そ

の見積額を計上していま

す。 

 ③工事損失引当金 

同左 

 ③工事損失引当金 

同左 

  ④退職給付引当金 
  当社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連

結会計年度末における退
職給付債務および年金資

産の見込額に基づき当中

間連結会計期間末におい
て発生していると認めら

れる額を計上していま

す。 
  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としています。 
  また、一部の在外連結

子会社では、中間期末の

要支給額を計上していま
す。 

 ④退職給付引当金 
同左 

 

 

 ④退職給付引当金 
  当社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連

結会計年度末における退
職給付債務および年金資

産の見込額に基づき計上

しています。 
  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としています。 
  また、一部の在外連結

子会社では、期末の要支

給額を計上しています。 

  ⑤役員退職慰労引当金 

  当社は、役員の退職慰
労金の支出に備えて、内

規に基づく中間期末要支

給額を計上しています。 

 ⑤役員退職慰労引当金 

同左 

 ⑤役員退職慰労引当金 

  当社は、役員の退職慰
労金の支出に備えて、内

規に基づく期末要支給額

を計上しています。 
 (ニ)重要な外貨建の資産ま

たは負債の本邦通貨へ

の換算の基準 
  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物為

替相場により円換算し、
換算差額は損益として処

理しています。なお、在

外子会社等の資産および
負債は、中間決算日の直

物為替相場により円換算

し、収益および費用は期
中平均相場により円換算

し、換算差額は少数株主

持分および資本の部にお
ける為替換算調整勘定に

含めて計上しています。 

(ニ)重要な外貨建の資産ま

たは負債の本邦通貨へ

の換算の基準 
同左 

(ニ)重要な外貨建の資産ま

たは負債の本邦通貨へ

の換算の基準 
  外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替相

場により円換算し、換算
差額は当期の損益として

処理しています。なお、

在外子会社等の資産およ
び負債は、決算日の直物

為替相場により円換算

し、収益および費用は期
中平均相場により円換算

し、換算差額は少数株主

持分および資本の部にお
ける為替換算調整勘定に

含めて計上しています。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (ホ)重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっており、在外

連結子会社については、

主として通常の売買取引

に準じた会計処理によっ

ています。 

(ホ)重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(ホ)重要なリース取引の処

理方法 

同左 

 (ヘ)重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ

処理によっています。な

お、振当処理の要件を満

たしている為替予約につ

いては振当処理に、特例

処理の要件を満たしてい

る金利スワップについて

は特例処理によっていま

す。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  当中間連結会計期間に

ヘッジ会計を適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりです。 

 ａ ヘッジ手段 

   …為替予約 

   ヘッジ対象 

   …外貨建預金 

 ｂ ヘッジ手段 

   …金利スワップ 

   ヘッジ対象 

   …借入金 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  当連結会計年度にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下

のとおりです。 

 ａ ヘッジ手段 

   …為替予約 

   ヘッジ対象 

   …外貨建預金 

 ｂ ヘッジ手段 

   …金利スワップ 

   ヘッジ対象 

   …借入金 

  ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関

して、リスクヘッジを目

的とする取引を財務本部

にて行っており、ヘッジ

対象に係る為替相場変動

リスクおよび金利変動リ

スクを一定の範囲内でヘ

ッジしています。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

 ③ヘッジ方針 

同左 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

  ④ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計ま

たは相場変動とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー

変動の累計または変動相

場を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎に

して、ヘッジ有効性を評

価しています。ただし、

特例処理によっている金

利スワップについては、

有効性の評価を省略して

います。 

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

 (ト)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

 ①売上高の計上基準 

  一部の在外連結子会社

では長期請負工事につい

て、工事進行基準によっ

ていますが、その他の連

結子会社は工事完成基準

によっています。当社で

は受注工事を工事完成基

準により、輸出は出荷基

準によっています。 

(ト)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

 ①売上高の計上基準 

  主として、工事完成基

準によっていますが、一

部の在外連結子会社では

長期請負工事について、

工事進行基準によってい

ます。 

(ト)その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

 ①売上高の計上基準 

同左 

  ②消費税等の会計処理 

  消費税および地方消費

税の会計処理は、税抜方

式によっています。 

 ②消費税等の会計処理 

同左 

 ②消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなって

います。 

 なお、当座借越について

は、当座借越限度枠を現金

及び現金同等物と同様に利

用していると判断される場

合は、現金及び現金同等物

に含めています。 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなって

います。 

同左 
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表示方法の変更 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

(1) 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの部に区分掲記していた「為替差損

益」(当中間連結会計期間 15百万円)は、金額的重要

性に乏しいため、当中間連結会計期間より営業活動に

よるキャッシュ・フローの部の「その他」に含めて表

示しています。 

――― 

(2) 前中間連結会計期間において、財務活動によるキャ

ッシュ・フローの部に区分掲記していた「自己株式の

取得による支出」(当中間連結会計期間 △３百万円)

は、金額的重要性に乏しいため、当中間連結会計期間

より財務活動によるキャッシュ・フローの部の「その

他」に含めて表示しています。 

 

(3) 前中間連結会計期間において、財務活動によるキャ

ッシュ・フローの部の「その他」に含めていた「少数

株主持分の買取りによる支出」(△66百万円)は金額的

に重要となりましたので、当中間連結会計期間から財

務活動によるキャッシュ・フローの部に区分掲記して

います。 

 

――― （中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「雑損失」

に含めて表示していた「保険解約損」（前中間連結会計

期間32百万円）は、当中間連結会計期間において営業外

費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記してい

ます。 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

(1) 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フローの部の「その他」に含めて表示していた

「賞与引当金の増減額」(前中間連結会計期間△14百

万円)および「前払費用の増減額」（前中間連結会計

期間△310百万円）は、いずれも金額的に重要となり

ましたので、当中間連結会計期間から区分掲記してい

ます。 

 (2) 前中間連結会計期間において財務活動によるキャッ

シュ・フローの部に区分掲記していた「少数株主持分

の買取りによる支出」(当中間連結会計期間 △９百万

円)は、金額的重要性に乏しいため、当中間連結会計

期間から財務活動によるキャッシュ・フローの部の

「その他」に含めて表示しています。 
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追加情報 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（賞与支給方法の変更） 

 当社の従業員に対する賞与の支給

方法について、当中間連結会計期間

より、従来の夏冬年２回支払う方法

から、一部の従業員を除いて夏に１

年分を一括払いする方法に変更いた

しました。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、当中間連結会計期間の

損益に与える影響は軽微です。ま

た、中間連結貸借対照表における流

動資産の「その他」に含まれる前払

費用は520百万円増加し、賞与引当

金および流動負債の「その他」に含

まれる未払費用は、それぞれ940百

万円および100百万円減少していま

す。 

――― 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
 

 前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

19,823百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

19,863百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

19,412百万円 

    

※２ 担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりです。 

建物及び構築物 1,478百万円 

土地 103百万円 

無形固定資産 
「その他」 151百万円 

計 1,733百万円 

  

担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりです。 

建物及び構築物 1,365百万円 

土地 93百万円 

無形固定資産 
「その他」 135百万円 

計 1,594百万円 

  

担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりです。 

建物及び構築物 1,353百万円 

土地 92百万円 

無形固定資産 
「その他」 135百万円 

計 1,581百万円 

  

  担保付債務は次のとおりです。 

短期借入金 71百万円 
１年以内に返済 
予定の長期借入金 13百万円 

長期借入金 12百万円 

計 96百万円 

  

 担保付債務は次のとおりです。 

短期借入金 78百万円 
１年以内に返済 
予定の長期借入金 10百万円 

計 88百万円 

  

 担保付債務は次のとおりです。 

短期借入金 103百万円 

１年以内に返済 
予定の長期借入金 11百万円 

長期借入金 4百万円 

計 119百万円 

  

 ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関 

からの借入等に対し、債務保証を

行っています。 

借入金保証 

正和開発興産 
株式会社 2,413百万円

フジテックエジプト 
CO.,LTD. 40百万円

     計 2,453百万円

 

正和開発興産株式会社に対する

借入金保証2,413百万円は、平成

15年10月30日に債務者の弁済によ

り消滅しています。 

保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関

からの借入等に対し、債務保証を

行っています。 

借入金保証 

フジテックエジプト 
CO.,LTD. 61百万円

     計 61百万円
 

保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関

からの借入等に対し、債務保証を

行っています。 

借入金保証 

フジテックエジプト 
CO.,LTD. 52百万円

     計 52百万円
 

 ４ ――― ――― 受取手形割引残高 22百万円
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(中間連結損益計算書関係) 
 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１  販売費及び一般管理費のうち主

要な費目および金額は、次のとお

りです。 

給料手当 3,230百万円

賞与引当金繰入額 441百万円

退職給付費用 209百万円
役員退職慰労 
引当金繰入額 13百万円

貸倒引当金繰入額 48百万円

  

 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目および金額は、次のとお

りです。 

給料手当 3,104百万円

賞与引当金繰入額 51百万円

退職給付費用 166百万円
役員退職慰労 
引当金繰入額 9百万円

貸倒引当金繰入額 39百万円

  

 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目および金額は、次のとお

りです。 

給料手当 6,500百万円

賞与引当金繰入額 470百万円

退職給付費用 388百万円
役員退職慰労 
引当金繰入額 24百万円

貸倒引当金繰入額 147百万円

  

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び 
運搬具 0百万円

工具、器具及び 
備品 2百万円

計 4百万円
 

固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 
運搬具 1百万円

工具、器具及び 
備品 1百万円

計 2百万円

  

固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び 
運搬具 5百万円

工具、器具及び 
備品 2百万円

計 12百万円
 

※３ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び 
運搬具 3百万円

工具、器具及び 
備品 1百万円

計 4百万円
 

固定資産売却損の内訳 

工具、器具及び 
備品 0百万円

計 0百万円

  

固定資産売却損の内訳 

機械装置及び 
運搬具 5百万円

工具、器具及び 
備品 0百万円

土地 0百万円

計 5百万円
 

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 
運搬具 1百万円

工具、器具及び 
備品 4百万円

計 7百万円
 

固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 
運搬具 15百万円

工具、器具及び 
備品 10百万円

計 26百万円
 

固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び 
運搬具 75百万円

工具、器具及び 
備品 18百万円

計 95百万円
 

※５ ―――  「減損損失」は、一部在外連結

子会社において、当該国の会計基

準に基づいて計上したものです。 

同左 

※６ ――― ―――  「関係会社株式払戻損」は、関

係会社株式の有償減資による取得

時から減資時までの為替変動によ

る差額を処理したものです。 

(中間連結剰余金計算書関係) 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１  利益剰余金減少高において計上

されている「従業員奨励及び福利

基金」は、中国子会社が、当該国

の法令に基づいて設定したもので

す。 

同左 同左 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成15年９月30日現在) 

現金及び預金 
勘定 19,345百万円 

預入期間が３ 
か月を超える 
定期預金 

△3,869百万円 

現金及び現金 
同等物 15,476百万円 

  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金及び預金 
勘定 20,605百万円 

預入期間が３ 
か月を超える 
定期預金 

△8,772百万円 

現金及び現金 
同等物 11,832百万円 

  

 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成16年３月31日現在) 

現金及び預金 
勘定 20,144百万円 

預入期間が３ 
か月を超える 
定期預金 

△4,407百万円 

現金及び現金 
同等物 15,737百万円 
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(リース取引関係) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

1 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

1 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

1 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額 

 

取 得 
価 額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残 高 
相当額 

(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

762 266 496 

工具、器具 
及び備品 483 287 196 

合計 1,246 553 693 
 

 

取 得 
価 額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残 高 
相当額 

(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

762 342 420 

工具、器具 
及び備品 482 230 251 

合計 1,245 572 672 
 

 

取 得 
価 額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期 末 
残 高 
相当額 

(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

762 304 458 

工具、器具 
及び備品 585 325 260 

合計 1,348 629 718 
 

  取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しています。 

  取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しています。 

  取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。 

   

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 136百万円

１年超 557百万円

合計 693百万円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 148百万円

１年超 523百万円

合計 672百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 152百万円

１年超 566百万円

合計 718百万円
 

  未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定していま

す。 

  未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定していま

す。 

  未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

   

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 71百万円

減価償却費相当額 71百万円
 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 78百万円
 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 147百万円

減価償却費相当額 147百万円
 

   

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 21百万円

１年超 39百万円

合計 61百万円
 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 16百万円

１年超 19百万円

合計 36百万円
 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 17百万円

１年超 26百万円

合計 44百万円
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(有価証券関係) 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成15年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
 

 取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差 額 
(百万円) 

(1) 株式 3,426 4,167 741 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 26 22 △4 

計 3,453 4,189 736 

 

３ 時価のない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券  

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 625百万円 

  非上場外国債券 13百万円 

(2) 非連結子会社株式および関連会社株式 1,031百万円 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
 

 取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差 額 
(百万円) 

(1) 株式 3,260 4,502 1,242 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 20 19 △0 

計 3,280 4,521 1,241 

 

３ 時価のない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券  

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 623百万円 

  非上場外国債券 13百万円 

(2) 非連結子会社株式および関連会社株式 842百万円 
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Ⅲ 前連結会計年度末(平成16年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
 

 取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差 額 
(百万円) 

(1) 株式 3,259 5,011 1,751 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 26 24 △1 

計 3,285 5,036 1,750 

 

３ 時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券  

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 637百万円 

  非上場外国債券 12百万円 

(2) 非連結子会社株式および関連会社株式 840百万円 

 

(デリバティブ取引関係) 
 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

対象物の

種類 
取引の種類 契約 

額等 
（百万 
 円） 

時価 
 

（百万 
 円） 

評価 
損益 
（百万 
 円） 

契約 
額等 

（百万 
 円） 

時価 
 

（百万 
 円） 

評価 
損益 
（百万 
 円） 

契約 
額等 
（百万 
 円） 

時価 
 

（百万 
 円） 

評価 
損益 
（百万 
 円） 

通貨 スワップ取引 2,336 4 4 ― ― ― 2,336 △155 △155 

金利 スワップ取引 ― ― ― ― ― ― 2,000 △1 △1 

合計 2,336 4 4 ― ― ― 4,336 △156 △156 

(注) １．時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

２．上記通貨スワップ取引および金利スワップ取引は、当社が連結子会社からの外貨建借入金に係る為替相

場および市場金利の変動リスクを軽減するため、契約を締結したものです。 

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当企業集団はエレベータ、エスカレータおよび立体駐車設備等各種電気輸送機の生産、販売、据

付、保守を一貫して行う専業メーカーとして、単一の事業活動を営んでいるため、事業の種類別セ

グメント情報の記載を省略しています。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成15年４月１日 至平成15年９月30日) 
 

 
日 本 

 
(百万円) 

北 米 
 

(百万円) 

欧 州 
 

(百万円) 

南アジア 
 

(百万円) 

東アジア 
 

(百万円) 

計 
 

(百万円) 

消去または
全社 

(百万円) 

連 結 
 

(百万円) 

売 上 高         

(1) 外部顧客に対する 
売上高 21,654 10,563 721 4,248 5,136 42,324 ― 42,324 

(2) セグメント間の 
内部売上高 2,336 3 7 9 350 2,707 (2,707) ― 

計 23,991 10,566 728 4,258 5,486 45,031 (2,707) 42,324 

営 業 費 用 23,623 10,712 1,001 3,483 4,656 43,478 (2,590) 40,888 

営 業 利 益 367 △145 △273 774 830 1,553 (117) 1,436 

 

当中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 
 

 
日 本 

 
(百万円) 

北 米 
 

(百万円) 

欧 州 
 

(百万円) 

南アジア 
 

(百万円) 

東アジア 
 

(百万円) 

計 
 

(百万円) 

消去または
全社 

(百万円) 

連 結 
 

(百万円) 

売 上 高         

(1) 外部顧客に対する 
売上高 20,863 8,646 630 3,269 8,227 41,637 ― 41,637 

(2) セグメント間の 
内部売上高 1,879 6 2 55 503 2,447 (2,447) ― 

計 22,742 8,653 633 3,325 8,730 44,084 (2,447) 41,637 

営 業 費 用 22,324 8,721 795 2,714 8,015 42,571 (2,154) 40,417 

営 業 利 益 417 △67 △162 610 714 1,512 (292) 1,219 
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前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 
 

 
日 本 

 
(百万円) 

北 米 
 

(百万円) 

欧 州 
 

(百万円) 

南アジア 
 

(百万円) 

東アジア 
 

(百万円) 

計 
 

(百万円) 

消去または
全社 

(百万円) 

連 結 
 

(百万円) 

売 上 高         

(1) 外部顧客に対する 
売上高 49,156 20,022 1,448 8,570 14,039 93,237 ― 93,237 

(2) セグメント間の 
内部売上高 4,569 6 10 67 828 5,482 (5,482) ― 

計 53,725 20,029 1,458 8,638 14,867 98,719 (5,482) 93,237 

営 業 費 用 51,950 20,491 1,933 7,194 13,181 94,751 (5,248) 89,502 

営 業 利 益 1,775 △462 △475 1,444 1,686 3,968 (233) 3,734 

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 
２ 日本以外の区分に属する主な国または地域 

 (1) 北米…………米国、カナダ 

 (2) 欧州…………英国、ドイツ 

 (3) 南アジア……シンガポール、インドネシア 

 (4) 東アジア……中国、香港、台湾、韓国 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成15年４月１日 至平成15年９月30日) 
 

 北南米 南アジア 東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 10,561 4,291 5,019 957 20,830 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     42,324 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 25.0 10.1 11.8 2.3 49.2 

 

当中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 
 

 北南米 南アジア 東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,686 3,337 8,004 885 20,915 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     41,637 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 20.9 8.0 19.2 2.1 50.2 

 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 
 

 北南米 南アジア 東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 20,148 8,658 14,019 1,875 44,701 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     93,237 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 21.6 9.3 15.0 2.0 47.9 

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北南米……………米国、カナダ、アルゼンチン、ベネズエラ 

(2) 南アジア…………シンガポール、フィリピン、マレーシア 

(3) 東アジア…………中国、香港、台湾、韓国 

(4) その他の地域……欧州、中近東 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 593円48銭
 

１株当たり純資産額 574円10銭
 

１株当たり純資産額 574円52銭
 

１株当たり中間 
純利益金額 3円56銭
 

１株当たり中間 
純利益金額 5円48銭
 

１株当たり当期 
純利益金額 14円26銭
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 
 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

中間(当期)純利益金額 (百万円) 333 513 1,385 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― △49 

(うち利益処分による 
役員賞与金) (百万円) ― ― △44 

(うち利益処分による 
従業員奨励及び福利基金) (百万円) ― ― △5 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益金額 (百万円) 333 513 1,336 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 93,680 93,669 93,677 
 
 

 

 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
 

  
前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   2,223   887   2,992  

２ 受取手形   3,598   3,176   4,453  

３ 売掛金   7,130   7,351   9,299  

４ たな卸資産   12,689   12,218   10,190  

５ 繰延税金資産   901   373   776  

６ その他   223   718   142  

貸倒引当金   △55   △60   △64  

流動資産合計   26,710 35.0  24,667 33.3  27,791 35.9 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物  4,304   4,203   4,194   

(2) 土地  6,521   6,529   6,517   

(3) その他  3,128 13,955 18.3 3,193 13,925 18.8 3,201 13,913 18.0 

２ 無形固定資産   629 0.8  650 0.8  636 0.8 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  4,793   5,125   5,648   

(2) 関係会社株式  17,523   17,385   17,374   

(3) 関係会社出資金  2,653   2,980   2,835   

(4) 長期貸付金  4,738   5,091   4,817   

(5) 繰延税金資産  3,262   2,695   2,397   

(6) その他  2,508   2,384   2,477   

貸倒引当金  △401 35,077 45.9 △758 34,904 47.1 △536 35,015 45.3 

固定資産合計   49,662 65.0  49,479 66.7  49,565 64.1 

資産合計   76,373 100.0  74,147 100.0  77,356 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   1,815   1,675   1,857  

２ 買掛金   4,582   4,723   4,917  

３ 短期借入金   5,686   5,700   7,786  

４ 1年以内に返済予定 
の長期借入金 

  5,100   ―   ―  

５ 未払法人税等   767   418   558  

６ 前受金   2,899   3,175   2,788  

７ 賞与引当金   1,371   357   1,443  

８ 完成工事補償引当金   11   9   27  

９ その他 ※３  1,638   1,678   2,067  

流動負債合計   23,872 31.3  17,739 23.9  21,447 27.7 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金   ―   2,900   2,900  

２ 退職給付引当金   5,635   5,510   5,220  

３ 役員退職慰労引当金   484   193   495  

４ その他   11   9   10  

固定負債合計   6,130 8.0  8,614 11.6  8,626 11.2 

負債合計   30,003 39.3  26,353 35.5  30,073 38.9 

           

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   12,533 16.4  12,533 16.9  12,533 16.2 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   14,565   14,565   14,565  

資本剰余金合計   14,565 19.1  14,565 19.6  14,565 18.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   1,337   1,337   1,337  

２ 任意積立金   13,231   13,220   13,231  

３ 中間(当期) 
未処分利益 

  4,328   5,473   4,645  

利益剰余金合計   18,897 24.7  20,031 27.0  19,213 24.8 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  439 0.6  736 1.0  1,038 1.4 

Ⅴ 自己株式   △66 △0.1  △73 △0.0  △68 △0.1 

資本合計   46,369 60.7  47,793 64.5  47,283 61.1 

負債及び資本合計   76,373 100.0  74,147 100.0  77,356 100.0 
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② 【中間損益計算書】 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金 額 
(百万円) 

百分比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

百分比 
(％) 

金 額 
(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   23,991 100.0  22,742 100.0  53,725 100.0 

Ⅱ 売上原価   18,184 75.8  17,178 75.5  41,373 77.0 

売上総利益   5,806 24.2  5,563 24.5  12,351 23.0 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費   5,439 22.7  5,146 22.7  10,576 19.7 

営業利益   367 1.5  417 1.8  1,775 3.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,663 6.9  1,721 7.6  1,876 3.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２  348 1.4  267 1.2  646 1.2 

経常利益   1,682 7.0  1,870 8.2  3,005 5.6 

Ⅵ 特別利益   6 0.0  2 0.0  72 0.1 

Ⅶ 特別損失   7 0.0  33 0.1  135 0.2 

税引前中間(当期) 
純利益 

  1,680 7.0  1,839 8.1  2,942 5.5 

法人税、住民税 
及び事業税  700   198   598   

法人税等調整額  △152 548 2.3 312 510 2.3 427 1,025 1.9 

中間(当期)純利益   1,132 4.7  1,329 5.8  1,917 3.6 

前期繰越利益   3,196   4,143   3,196  

中間配当額   ―   ―   468  

中間(当期) 
未処分利益 

  4,328   5,473   4,645  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 資産の評価基準お
よび評価方法 

(1) 有価証券 
  子会社株式および関連

会社株式 
  …移動平均法による原

価基準 

(1) 有価証券 
  子会社株式および関連

会社株式 
同左 

(1) 有価証券 
  子会社株式および関連

会社株式 
同左 

   その他有価証券 
   時価のあるもの 
   …中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部資本直入法に
より処理し、売却
原価は移動平均法
により算定してい
ます。) 

  その他有価証券 
   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 
   時価のあるもの 
   …決算日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定していま
す。) 

    時価のないもの 
   …移動平均法による

原価基準 

   時価のないもの 
同左 

   時価のないもの 
同左 

  (2) デリバティブ 
  …時価法 

(2) デリバティブ 
同左 

 (2) たな卸資産 
  半製品・原材料・貯蔵

品 
  …総平均法による原価

基準 

(3) たな卸資産 
  半製品・原材料・貯蔵

品 
同左 

(3) たな卸資産 
  半製品・原材料・貯蔵

品 
同左 

   製品・仕掛品・仕掛工
事 

  …個別法による原価基
準 

  製品・仕掛品・仕掛工
事 

同左 

  製品・仕掛品・仕掛工
事 

同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
  定率法を採用していま
す。 

  ただし、平成10年４月
１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)につい
ては、定額法を採用して
います。 

  なお、主な耐用年数は
以下のとおりです。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

 建物及び 
構築物 ３～50年

機械装置 
及び車両 
運搬具 

２～17年

工具、器具 
及び備品 ２～20年

 

  

 (少額減価償却資産) 
 取得価額が10万円以上20
万円未満の資産について
は、３年均等償却をしてい
ます。 

(少額減価償却資産) 
同左 

(少額減価償却資産) 
同左 

 (2) 無形固定資産 
  定額法を採用していま
す。 

  なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法に
よっています。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 
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前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  売上債権、貸付金等の
貸倒損失に備えるため、
一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額
を計上しています。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
  従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき
計上しています。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 

 (3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に
基づき、当中間会計期間
末において発生している
と認められる額を計上し
ています。 

  数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費
用処理することとしてい
ます。 

(3) 退職給付引当金 
同左 

(3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に
基づき計上しています。 

  数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費
用処理することとしてい
ます。 

 (4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規に
基づく中間期末要支給額
を計上しています。 

(4) 役員退職慰労引当金 
同左 

(4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規に
基づく期末要支給額を計
上しています。 

４ 外貨建の資産およ
び負債の本邦通貨
への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、
中間決算日の直物為替相場
により円換算し、換算差額
は損益として処理していま
す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、
期末日の直物為替相場によ
り円換算し、換算差額は当
期の損益として処理してい
ます。 

５ リース取引の処理
方法 

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
います。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
  原則として繰延ヘッジ
処理によっています。な
お、振当処理の要件を満
たしている為替予約につ
いては振当処理に、特例
処理の要件を満たしてい
る金利スワップについて
は特例処理によっていま
す。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
  原則として繰延ヘッジ
処理によっています。な
お、振当処理の要件を満
たしている為替予約およ
び通貨スワップについて
は振当処理に、特例処理
の要件を満たしている金
利スワップについては特
例処理によっています。 
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前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  当中間会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下

のとおりです。 

 ａ ヘッジ手段 

   …為替予約 

   ヘッジ対象 

   …外貨建預金 

 ｂ ヘッジ手段 

   …金利スワップ 

   ヘッジ対象 

   …借入金 

 ｃ ヘッジ手段 

   …通貨スワップ 

   ヘッジ対象 

   …外貨建借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  当中間会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下

のとおりです。 

 ａ ヘッジ手段 

   …為替予約 

   ヘッジ対象 

   …外貨建預金 

 ｂ ヘッジ手段 

   …金利スワップ 

   ヘッジ対象 

   …借入金 

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  当事業年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のと

おりです。 

 ａ ヘッジ手段 

   …為替予約 

   ヘッジ対象 

   …外貨建預金 

 ｂ ヘッジ手段 

   …金利スワップ 

   ヘッジ対象 

   …借入金 

 ｃ ヘッジ手段 

   …通貨スワップ 

   ヘッジ対象 

   …外貨建借入金 

 (3) ヘッジ方針 

  デリバティブ取引に関

して、リスクヘッジを目

的とする取引を財務本部

にて行っており、ヘッジ

対象に係る為替相場変動

リスクおよび金利変動リ

スクを一定の範囲内でヘ

ッジしています。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計ま

たは相場変動とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー

変動の累計または変動相

場を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎に

して、ヘッジ有効性を評

価しています。ただし、

特例処理によっている金

利スワップについては、

有効性の評価を省略して

います。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

 



ファイル名:半報本文 更新日時:2004/12/16 17:29 印刷日時:04/12/16 17:54 

― 45 ― 

追加情報 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（賞与支給方法の変更） 

 従業員に対する賞与の支給方法に

ついて、当中間会計期間より、従来

の夏冬年２回支払う方法から、一部

の従業員を除いて夏に１年分を一括

払いする方法に変更いたしました。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、当中間会計期間の損益

に与える影響は軽微です。また、中

間貸借対照表における流動資産の

「その他」に含まれる前払費用は

520百万円増加し、賞与引当金およ

び流動負債の「その他」に含まれる

未払費用は、それぞれ940百万円お

よび100百万円減少しています。 

――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

 前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

14,126百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

14,614百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

14,353百万円 

    

保証債務 

 他の会社の金融機関からの借入

等に対し、債務保証を行っていま

す。 

借入金保証 

正和開発興産 
株式会社(日本) 2,413百万円

フジテック 
アメリカINC.(米国) 3,605百万円

フジテック 
カナダINC.(カナダ) 328百万円

フジテック UK 
LTD.(英国) 179百万円

フジテックエジプト 
CO.,LTD.(エジプト) 40百万円

計 6,567百万円
 

保証債務 

 他の会社の金融機関からの借入

等に対し、債務保証を行っていま

す。 

借入金保証 

フジテック 
アメリカINC.(米国) 3,498百万円

フジテック 
カナダINC.(カナダ) 437百万円

フジテックエジプト 
CO.,LTD.(エジプト) 61百万円

フジテックコリア 
CO.,LTD.(韓国) 16百万円

計 4,013百万円
 

保証債務 

 他の会社の金融機関からの借入

等に対し、債務保証を行っていま

す。 

借入金保証 

フジテック  
アメリカINC.(米国) 2,985百万円

フジテック  
カナダINC.(カナダ) 384百万円

フジテック UK 
LTD.(英国) 186百万円

フジテックエジプト 
CO.,LTD.(エジプト) 52百万円

フジテックコリア 
CO.,LTD.(韓国) 46百万円

計 3,654百万円
 

その他の支払保証 

フジテック 
アメリカINC.(米国) 47百万円

フジテック UK 
LTD.(英国) 38百万円

フジテックドイツ 
GmbH (ドイツ) 2百万円

計 88百万円
 

その他の支払保証 

フジテック 
アメリカINC.(米国) 31百万円

フジテック UK 
LTD.(英国) 29百万円

フジテックドイツ 
GmbH (ドイツ) 2百万円

計 63百万円
 

その他の支払保証 

フジテック  
アメリカINC.(米国) 37百万円

フジテック UK  
LTD.(英国) 28百万円

フジテック ドイツ 
GmbH (ドイツ) 2百万円

計 68百万円
 

 ２ 

正和開発興産株式会社に対する

借入金保証2,413百万円は、平成

15年10月30日に債務者の弁済によ

り消滅しています。 

  

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等および仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しています。 

消費税等の取扱い 

同左 

――― 
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(中間損益計算書関係) 
 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 9百万円

受取配当金 1,563百万円

  

営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 18百万円

受取配当金 1,545百万円

為替差益 78百万円

  

営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 28百万円

受取配当金 1,676百万円

  

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 35百万円

貸倒引当金繰入額 138百万円

為替差損 107百万円

  

営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 35百万円

貸倒引当金繰入額 198百万円

  

営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 78百万円

貸倒引当金繰入額 279百万円

為替差損 204百万円

  

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 438百万円

無形固定資産 32百万円
 

減価償却実施額 

有形固定資産 455百万円

無形固定資産 28百万円
 

減価償却実施額 

有形固定資産 960百万円

無形固定資産 63百万円
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額 

 

取 得 
価 額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残 高 
相当額 

(百万円) 

機械及び 
装置 

762 266 496 

工具、器具 
及び備品 483 287 196 

合計 1,246 553 693 
 

 

取 得 
価 額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残 高 
相当額 

(百万円) 

機械及び 
装置 

762 342 420 

工具、器具 
及び備品 482 230 251 

合計 1,245 572 672 
 

 

取 得 
価 額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期 末 
残 高 
相当額 

(百万円) 

機械及び 
装置 

762 304 458 

工具、器具 
及び備品 585 325 260 

合計 1,348 629 718 
 

  取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しています。 

  取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しています。 

  取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。 

   

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 136百万円

１年超 557百万円

合計 693百万円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 148百万円

１年超 523百万円

合計 672百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 152百万円

１年超 566百万円

合計 718百万円
 

  未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定していま

す。 

  未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定していま

す。 

  未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

   

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 71百万円

減価償却費相当額 71百万円
 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 78百万円
 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 147百万円

減価償却費相当額 147百万円
 

   

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連

会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 495円00銭
 

１株当たり純資産額 510円27銭
 

１株当たり純資産額 504円30銭
 

１株当たり中間 
純利益金額 12円09銭
 

１株当たり中間 
純利益金額 14円20銭
 

１株当たり当期 
純利益金額 20円00銭
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 
 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

中間(当期)純利益金額 (百万円) 1,132 1,329 1,917 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― △44 

(うち利益処分による 
役員賞与金) (百万円) ― ― △44 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益金額 (百万円) 1,132 1,329 1,873 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 93,680 93,669 93,677 
 

 

 

 

(2) 【その他】 

平成16年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

(1) 中間配当による配当金の総額 468百万円 

(2) １株当たりの金額 ５円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日および支払開始日 平成16年12月８日 

(注) 平成16年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを

行います。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 
 

(1) 
 

有価証券報告書および
その添付書類 

事業年度 
（第57期） 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

平成16年６月28日 
関東財務局長に提出 

 
(2) 
 
 

 
訂正発行登録書 
 
 

 平成16年６月28日 
関東財務局長に提出 

(3) 
 
 
 
 

自己株券買付状況報告書 
 
 
 
 

 

平成16年４月２日 
平成16年５月７日 
平成16年６月４日 
平成16年７月１日 
関東財務局長に提出 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成15年12月18日 

フジテック株式会社 

 取締役会 御中 

有恒監査法人 

 

代表社員 
関与社員  公認会計士  大  掛  勝  之  印 

 

代表社員 
関与社員  公認会計士  洲  﨑  篤  史  印 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているフジテック株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、フジテック株式会社及び連結子会社の平成15年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管している。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成16年12月17日 

フジテック株式会社 

 取締役会 御中 

有恒監査法人 

 

代表社員 
業務執行社員  公認会計士  大  掛  勝  之  印 

 

代表社員 
業務執行社員  公認会計士  洲  﨑  篤  史  印 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているフジテック株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、フジテック株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

 
 
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管している。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成15年12月18日 

フジテック株式会社 

 取締役会 御中 

有恒監査法人 

 

代表社員 
関与社員  公認会計士  大  掛  勝  之  印 

 

代表社員 
関与社員  公認会計士  洲  﨑  篤  史  印 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているフジテック株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第57期事業年度の中間会

計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、フジテック株式会社の平成15年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管している。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成16年12月17日 

フジテック株式会社 

 取締役会 御中 

有恒監査法人 

 

代表社員 
業務執行社員  公認会計士  大  掛  勝  之  印 

 

代表社員 
業務執行社員  公認会計士  洲  﨑  篤  史  印 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているフジテック株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第58期事業年度の中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、フジテック株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

 
 
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管している。 
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